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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機系分散媒と、光カチオン重合開始剤とを含有する感光性組成物であって、
　前記有機系分散媒は、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタンからなる単官
能オキセタン化合物を含むオキセタン化合物、下記一般式（１）で表わされるビニルエー
テル構造を含有する化合物、およびオキシラン化合物のそれぞれ少なくとも１種を含む重
合性化合物であり、
　前記オキシラン化合物、前記オキセタン化合物、前記ビニルエーテル構造を含有する化
合物のうち少なくとも１つは単官能化合物を含み、
　前記単官能化合物は前記有機系分散媒総量の２０～７０重量％の割合で含有され、
　前記オキシラン化合物の含有量は前記有機系分散媒総量の３０重量％以下であり、
　前記オキセタン化合物の含有量は前記有機系分散媒総量の２０～６０重量％であり、
　前記ビニルエーテル構造を含有する化合物は前記有機系分散媒総量の３０重量％以上の
割合で含有されることを特徴とする感光性組成物。

【化１】

（前記一般式（１）中、Ｒ11は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基からなる群から選択され、少なくとも１つはビニ



(2) JP 4426537 B2 2010.3.3

10

20

30

40

50

ルエーテル基またはビニルエーテル骨格を有する。Ｒ12は、置換または非置換の環式骨格
を有するｐ＋１価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
【請求項２】
　前記ビニルエーテル構造を含有する化合物は、下記化学式で表わされる化合物であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の感光性組成物。
【化２】

【請求項３】
　下記化学式で表わされる化合物を含有することを特徴とする請求項１または２に記載の
感光性組成物。

【化３】

【請求項４】
　粉体をさらに含有することを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１項に記載の感光
性組成物。
【請求項５】
　前記粉体は、導電性粉体、絶縁性粉体、磁性粉体、誘電性粉体、および電磁波発熱性粉
体からなる群から選択される少なくとも一種であることを特徴とする請求項４に記載の感
光性組成物。
【請求項６】
　前記粉体の平均粒径は３００ｎｍ以下であり、粘度が２５℃で５０ｍＰａ・ｓ以下であ
ることを特徴とする請求項４または５に記載の感光性組成物。
【請求項７】
　樹脂部分を具備する複合部材であって、前記樹脂部分は、請求項１ないし６のいずれか
１項に記載の感光性組成物の硬化物からなることを特徴とする複合部材。
【請求項８】
　金属部分と、この金属部分に接触した樹脂部分とを具備し、前記樹脂部分は、請求項１
ないし６のいずれか１項に記載の感光性組成物の硬化物からなることを特徴とする複合部
材。
【請求項９】
　絶縁部分と導電性部分とを具備し、その少なくとも一方は、請求項１ないし６のいずれ
か１項に記載の感光性組成物の硬化物からなることを特徴とする電子部品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は感光性組成物、それを用いた複合部材および電子部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、電子機器の小型化に伴なって、電子部品を印刷により製造する試みがなされている
。特に回路基板は、高密度化のためにパターンの微細化や多層化などが求められている。
このため回路基板をスクリーン印刷や、オフセット印刷、インクジェット印刷などの印刷
法により導電層や絶縁層を形成する方法が提案されている（例えば、特許文献１、２参照
）。従来の導電体の形成においては、インクにより配線パターンを印刷した後、加熱や放
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基板に対して十分な密着性を得られないことが多かった。
【０００３】
　回路基板以外でも印刷による電子部品や複合部品の製造が提案されており、特に液晶デ
ィスプレー基板やＥＬディスプレー基板などの製造などが試みられている。
【０００４】
　印刷などにおいて感光性樹脂を用いることは多く提案されており、乾燥工程が必要なく
迅速に固化することができるなどの利点がある。しかしながら、これまでの感光性インク
は、金属に対する十分な密着性、耐溶剤性などを兼ね備えていない。回路基板などの電子
部品を印刷により製造するために、樹脂上に導電性物質を印刷することが試みられている
。金属に対する密着性と十分な強度とを備えた感光性樹脂を用いれば、絶縁材料および導
電材料の両方を印刷により積層可能となるものの、そうした樹脂は未だ得られていない。
【０００５】
　さらに、近年環境問題や製品の安全性への消費者の関心は高まってきており、感光性樹
脂についても安全性への一段の配慮が不可欠となってきている。カチオン重合タイプの感
光性樹脂を用いたインクなどにおいては、重合性モノマーとしてエポキシ化合物が用いら
れるのが一般的である。これらエポキシ化合物は、ＡＭＥＳ試験（細菌を用いる復帰突然
変異試験）で陽性を示すものが多く変異原性などの観点から安全とはいいきれない。ＡＭ
ＥＳ試験陰性であるエポキシ化合物は限られておりこれらを用いた場合、密着性が十分で
ないもしくは硬化性能が十分でない。
【０００６】
　これまでに、ＡＭＥＳ試験陰性のエポキシ化合物を使用したインクも提案されているが
（例えば、特許文献３参照）、脂環式エポキシを多く用いた場合対溶剤性が十分でないな
どの難点があった。
【特許文献１】特開平５－２１５２２号公報
【特許文献２】特開平５－３４３８５２号公報
【特許文献３】特開２００２－３１７１３９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、ＡＭＥＳ試験陰性の安全でありかつ金属および樹脂基材に対する密着性に優
れ、特にＵＶ硬化による使用に好適な感光性組成物、これを用いた複合部材および電子部
品を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一態様にかかる感光性組成物は、有機系分散媒と、光カチオン重合開始剤とを
含有する感光性組成物であって、
　前記有機系分散媒は、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタンからなる単官
能オキセタン化合物を含むオキセタン化合物、下記一般式（１）で表わされるビニルエー
テル構造を含有する化合物、およびオキシラン化合物のそれぞれ少なくとも１種を含む重
合性化合物であり、
　前記オキシラン化合物、前記オキセタン化合物、前記ビニルエーテル構造を含有する化
合物のうち少なくとも１つは単官能化合物を含み、
　前記単官能化合物は前記有機系分散媒総量の２０～７０重量％の割合で含有され、
　前記オキシラン化合物の含有量は前記有機系分散媒総量の３０重量％以下であり、
　前記オキセタン化合物の含有量は前記有機系分散媒総量の２０～６０重量％であり、
　前記ビニルエーテル構造を含有する化合物は前記有機系分散媒総量の３０重量％以上の
割合で含有されることを特徴とする。
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【化４】

【０００９】
（前記一般式（１）中、Ｒ11は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基からなる群から選択され、少なくとも１つはビニ
ルエーテル基またはビニルエーテル骨格を有する。Ｒ12は、置換または非置換の環式骨格
または脂肪族骨格を有するｐ＋１価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
【００１１】
　本発明の他の態様にかかる複合部材は、金属部分と、この金属部分に接触した樹脂部分
とを具備し、前記樹脂部分は前述の感光性組成物の硬化物からなることを特徴とする。
【００１２】
　本発明の一態様にかかる電子部品は、絶縁部分と導電性部分とを具備し、その少なくと
も一方は、前述の感光性組成物の硬化物からなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の一態様によれば、ＡＭＥＳ試験陰性の安全でありかつ金属および樹脂基材に対
する密着性に優れ、特にＵＶ硬化による使用に好適な感光性組成物、これを用いた複合部
材および電子部品が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施形態を説明する。
【００１５】
　本発明の実施態様にかかる感光性組成物は、特定の有機系分散媒と光カチオン重合開始
剤とを含有する。具体的には、前記有機分散媒は、オキセタン化合物、および特定のビニ
ルエーテル化合物から選択される少なくとも２種の重合性化合物を含む。
【００１６】
　オキセタン化合物としては、例えば、オキセタン環を２つ有する化合物、およびオキセ
タン環を１つ有する化合物などを用いることができる。オキセタン環を２つ有する化合物
としては、例えば、ジ［１－エチル（３－オキセタニル）］メチルエーテル、１，４－ビ
ス〔（１－エチル－３－オキセタニル）メトキシ〕ベンゼン、１，３－ビス〔（１－エチ
ル－３－オキセタニル）メトキシ〕ベンゼン、４，４’－ビス〔（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシ〕ビフェニル、１，４－ビス｛〔（３－エチル－３－オキセタニル）
メトキシ〕メチル｝ベンゼン、ビス［（１－エチル－３－オキセタニル）メトキシ］シク
ロヘキサン、およびビス［（１－エチル－３－オキセタニル）メトキシ］ノルボルナンな
どが挙げられる。オキセタン環を１つ有する化合物としては、例えば、３－エチル－３－
（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）
オキセタン、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、［（１－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシ］シクロヘキサン、およびオキセタニルシルセスキオキサンなどが挙
げられる。また、オキセタン基を側鎖に有するアクリル化合物、およびオキセタン基を側
鎖に有するメタクリル化合物なども用いることができる。こうした化合物が含有された場
合には、粘度の上昇を抑えられるのに加えて、オキセタン化合物と同様の硬化加速効果を
得ることができる。
【００１７】
　ＳＵＳ、銅、アルミなどの多様な金属やＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、ＰＰ
（ポリプロピレン）、ＰＣ（ポリカーボネート）などのプラスチック部材、およびガラス
など各種材質からなる基材に対する密着性を高めるためには、３－エチル－３－（フェノ
キシメチル）オキセタンが好適に用いられる。
【００１８】
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　また、２官能のオキセタン化合物を用いることによって、硬化物の耐溶剤性がより向上
する感光性組成物となる。オキセタン化合物は、単独で２種以上を組み合わせて用いても
よい。
【００１９】
　一方、ビニルエーテル化合物としては、下記一般式(１)で表わされるビニルエーテル化
合物が用いられる。
【化７】

【００２０】
（前記一般式（１）中、Ｒ11は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基からなる群から選択され、少なくとも１つはビニ
ルエーテル基またはビニルエーテル骨格を有する。Ｒ12は、置換または非置換の環式骨格
または脂肪族骨格を有するｐ＋１価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
　ｐが０であって、Ｒ12としてシクロヘキサン環骨格が導入される場合には、揮発性の観
点から、Ｒ12には酸素が含まれることがより好ましい。具体的には、環骨格に含まれる少
なくとも一つの炭素原子はケトン構造を有する構造、酸素原子に置換されている構造、あ
るいは酸素含有置換基を有する構造などであることが望まれる。
【００２１】
　一般に、脂肪族グリコール誘導体やシクロヘキサンジメタノールなどのメチレン基に結
合したビニルエーテル化合物は、通常よく知られている。このようなビニルエーテル化合
物の重合反応は、粉体によって顕著に阻害される。しかも、比較的粘度が高いため、この
ようなビニルエーテル化合物と粉体とを含有した感光性組成物を調製することは、これま
で困難とされてきた。前記一般式（１）で表わされるビニルエーテル化合物は、脂環式骨
格、環状エーテル化合物、テルペノイド骨格あるいは芳香族骨格に、少なくとも１つのビ
ニルエーテル基が直接結合している。このため、粉体と同時に含有されても硬化性能に優
れる。
【００２２】
　前記一般式（１）において（ｐ＋１）価の有機基Ｒ12としては、例えば、ベンゼン環や
ナフタレン環、ビフェニル環を含む（ｐ＋１）価の基、シクロアルカン骨格や、ノルボル
ナン骨格、アダマンタン骨格、トリシクロデンカン骨格、テトラシクロドデカン骨格、テ
ルペノイド骨格、および、コレステロール骨格などの橋かけ脂環化合物から誘導される（
ｐ＋１）価の基などが挙げられる。
【００２３】
　より具体的には、シクロヘキサン（ポリ）オール、ノルボルナン（ポリ）オール、トリ
シクロデカン（ポリ）オール、アダマンタン（ポリ）オール、ベンゼン（ポリ）オール、
ナフタレン（ポリ）オール、アントラセン（ポリ）オール、ビフェニル（ポリ）オールな
どの脂環ポリオールやフェノール誘導体おける水酸基の水素原子が、ビニル基に置換され
た化合物などが挙げられる。また、ポリビニルフェノールやフェノールノボラックなどの
ポリフェノール化合物における水酸基の水素原子が、ビニル基に置換された化合物などを
用いることもできる。上述したような化合物は、水酸基の一部が残留していてもよい。あ
るいは、脂環式骨格の一部のメチレン原子がケトン基やラクトン、酸素原子などに酸化あ
るいは置換されていても問題ない。こうした場合には、揮発性が低減するため望ましいも
のとなる。
【００２４】
　特に、シクロヘキシルモノビニルエーテル化合物は揮発性に富む。このため、シクロヘ
キシルモノビニルエーテル化合物が用いられる場合は、シクロヘキサン環は少なくともシ
クロヘキサノン環等に酸化されていることが望ましい。
【００２５】
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　かかる化合物のなかでも、ビニルエーテル構造を含む置換基を有する環状エーテル化合
物がより好ましい。硬化性や安全性の面では、酸素原子を含む５員環骨格を含み、橋かけ
構造やスピロ構造を同時に有する環状エーテル骨格が最も好適である。こうしたビニルエ
ーテル化合物は、相当するアルコール化合物と酢酸ビニルやプロペニルエーテルのような
ビニルエーテル源を出発原料として、例えば、塩化イリジウムのような触媒を用いてアル
コールをビニルエーテルに置換するような方法（Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｖｏｌ１
２４，Ｎｏ８，１５９０－１５９１（２００２））により、好適に合成することができる
。
【００２６】
　また、上述した化合物のなかでも、テルペノイド骨格やノルボルナン骨格のような天然
に多く存在する骨格を有するエポキシ化合物、オキセタン化合物、ビニルエーテル化合物
は、コストの面で良好である。
【００２７】
　このような環状エーテル化合物の例としては、例えば、下記化学式で表される化合物が
挙げられる。
【化８】

【００２８】
　上述したような環構造を有しないビニルエーテル化合物としては、具体的には比較的揮
発性の低いポリ（アルキレングリコール）骨格を有するビニルエーテル化合物が、一般に
よく知られている。こうしたビニルエーテル化合物としては、例えばトリエチレングリコ
ールジビニルエーテルが安価でよく用いられている。環構造をもたないビニルエーテル化
合物を配合した場合には、基材に対する塗膜の密着性が大幅に低下してしまう。しかも、
到達硬度も低下してしまう傾向がある。このため、ビニルエーテル化合物は、上述したよ
うな環構造を有するものが好ましい。
【００２９】
　上述したビニルエーテル構造を含む置換基を有する環状化合物は、分散媒中の含有量と
して３０重量％以上に規定される。３０重量％未満の場合には、硬化塗膜の硬度が低下し
てしまうほか、溶剤耐性も十分に得られなくなってしまう。　
　ビニルエーテル化合物は、単独でも２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３０】
　上述したようなオキセタン化合物および特定のビニルエーテル化合物の少なくとも一方
の重合性化合物は、単官能化合物であることが必要である。単官能化合物が含有されるこ
とによって、得られる硬化物の収縮性を制御することができる。すなわち、適切に単官能
化合物を加えることにより、酸重合性化合物の硬化過程において生じる収縮が抑えられ、
結果的に硬化物の密着性が高められる。単官能化合物の含有量は、有機系分散媒総量の２
０～７０重量％に規定される。２０重量％未満の場合には、基材に対して高い密着性を有
する硬化物を形成することが困難となる。一方、７０重量％を越えると、得られる硬化物
の硬度が十分でないといった不都合が生じる。単官能化合物の含有量は、３０～５０重量
％であることが好ましい。
【００３１】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物における有機系分散媒には、オキセタン化合物
およびビニルエーテル化合物に加えて、オキシラン化合物がさらに含有されてもよい。オ
キシラン化合物としては、通常エポキシ樹脂として用いられているものであれば使用する
ことができる。具体的には芳香族エポキシド、脂環式エポキシド、脂肪族エポキシドなど
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のモノマー、オリゴマー、およびポリマーが挙げられる。
【００３２】
　より具体的には、例えば、ダイセル化学社製のセロキサイド２０２１、セロキサイド２
０２１Ａ、セロキサイド２０２１Ｐ、セロキサイド２０８１、セロキサイド２０００、セ
ロキサイド３０００に例示される脂環式エポキシ、エポキシ基を有する（メタ）アクリレ
ート化合物であるサイクロマーＡ２００、サイクロマーＭ１００、ＭＧＭＡのようなメチ
ルグリシジル基を有するメタクリレート、低分子エポキシ化合物であるグリシドール、β
－メチルエピコロルヒドリン、α－ピネンオキサイド、Ｃ１２～Ｃ１４のα－オレフィン
モノエポキシド、Ｃ１６～Ｃ１８のα－オレフィンモノエポキシド、ダイマックＳ－３０
０Ｋのようなエポキシ化大豆油、ダイマックＬ－５００のようなエポキシ化亜麻仁油、エ
ポリードＧＴ３０１、エポリードＧＴ４０１のような多官能エポキシなどを挙げることが
できる。さらに、サイラキュアのような米国ダウケミカル社の脂環式エポキシや、水素添
加し且つ脂肪族化した低分子フェノール化合物の水酸基末端をエポキシを有する基で置換
した化合物、エチレングリコールやグリセリン、ネオペンチルアルコールやヘキサンジオ
ール、トリメチロールプロパンなどの多価脂肪族アルコール／脂環アルコールなどのグリ
シジルエーテル化合物、ヘキサヒドロフタル酸や、水添芳香族の多価カルボン酸のグリシ
ジルエステルなどを使用することができる。
【００３３】
　特に脂環式骨格を有するエポキシ化合物は、反応性に加えてある程度の高沸点と低粘度
とを両立することができるため好適に用いられる。
【００３４】
　また、ＡＭＥＳ試験による変異原性の高くないものとしては、比較的分子量の小さくな
いもののほうが好ましく、セロキサイド３０００などの脂環式エポキシ化合物が好適に用
いられる。なお、分子量は１５０以上３００以下であることが好ましい。１５０未満の場
合には、変異原性が高くなってしまい、一方、３００を越えると保存安定性が悪くなって
しまう傾向がある。
【００３５】
　オキシラン化合物の含有量は、分散媒中の３０重量％以下であることが望ましい。より
好ましくは３～２０重量％であるとよい。こうした範囲内でオキシラン化合物が含有され
た場合には、基材に対して十分な密着性および耐溶剤性を有する硬化物を形成できる感光
性組成物を得られる。
【００３６】
　有機系分散媒総量の３０重量％以下のオキシラン化合物が含有される場合には、オキセ
タン化合物の含有量は、有機系分散媒の総量の２０～６０重量％とすることが好ましい。
こうした割合でオキシラン化合物およびオキセタン化合物が有機系分散媒に含有された感
光性組成物を用いることによって、密着性を損なわず、しかも膜強度がよりいっそう向上
した硬化物を形成することができる。
【００３７】
　また、オキシラン化合物が含有される場合には、オキシラン化合物またはオキセタン化
合物は、単官能化合物であることが好ましい。こうした化合物が単官能であることによっ
て、得られる硬化物の密着性をさらに高めることができる。
【００３８】
　例えば、単官能オキセタン化合物２０～４０重量％、２官能のオキセタン化合物１０～
３０重量％、オキシラン化合物３～２０重量％、ビニルエーテル化合物３０～５０重量％
という処方で配合された感光性組成物は、硬化物の強度が高められ、特に耐溶剤性の点で
より好ましいものとなる。
【００３９】
　２官能のオキセタン化合物を含有する場合には、硬化膜の架橋度が増すために耐溶剤性
が非常に高められる。２官能のオキセタン化合物の含有量が１８重量％以上であって、単
官能のオキセタン化合物の含有量が３０重量％以下の場合には、光照射後の加熱条件が１
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２０℃以下であれば、光照射後の加熱直後には密着しない。数日放置することによって密
着性が発現する。例えばマイクロレンズなどの立体構造物を、金型などを使用して作製す
る場合には離型性が良好となり、作製が容易になる。しかも、硬化収縮による応力が緩和
され硬化物の反りや変形が抑えられるといった利点も得られる。
【００４０】
　上述したような有機分散媒の成分としては、安全性の観点からＡＭＥＳ試験陰性の結果
を示すものが主に用いられるが、少量であればＡＭＥＳ試験微陽性の成分も用いることは
可能であり、感光性組成物としてＡＭＥＳ試験陰性を保つことができる。
【００４１】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物は、上述した有機分散媒に加えて、光カチオン
重合開始剤を必須成分として含有する。光カチオン重合開始剤は、光照射により酸を発生
する化合物であり、通常、光酸発生剤とも称される。光カチオン重合開始剤としては、オ
ニウム塩化合物が最も好適に用いられる。使用し得るオニウム塩としては、例えば、フル
オロホウ酸アニオン、ヘキサフルオロアンチモン酸アニオン、ヘキサフルオロヒ素酸アニ
オン、トリフルオロメタンスルホネートアニオン、パラトルエンスルホネートアニオン、
およびパラニトロトルエンスルホネートアニオン、ハロゲン系アニオン、スルホン酸系ア
ニオン、カルボン酸系アニオン、硫酸アニオンを対イオンとするジアゾニウム塩、ホスホ
ニウム塩、スルホニウム塩、およびイオドニウム塩などを挙げることができる。なかでも
、感光性組成物の安定性と環境配慮の観点から、アニオン種は、ボロン、アンチモンある
いはヒ素などを含まないことが望ましい。なかでもフルオロホウ酸アニオンが最も望まし
い。
【００４２】
　かかるオニウム塩のより詳細な具体例としては、例えば、下記化学式で表わされる化合
物が挙げられる。
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【００４３】
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【００４４】
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【化１２】

【００４６】
　市販のオニウム塩化合物としては、例えば、みどり化学社製ＭＰＩ－１０３（ＣＡＳ．
ＮＯ．（８７７０９－４１－９））、みどり化学社製ＢＤＳ－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（
１４５６１２－６６－４））、みどり化学社製ＮＤＳ－１０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（１１０
０９８－９７－０））、みどり化学社製ＭＤＳ－２０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（１２７８５５
－１５－５））、みどり化学社製ＤＴＳ－１０２（ＣＡＳ．ＮＯ．（７５４８２－１８－
７））、みどり化学社製ＤＴＳ－１０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（７１４４９－７８－０））、
みどり化学社製ＭＤＳ－１０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（１２７２７９－７４－７））、みどり
化学社製ＭＤＳ－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（１１６８０８－６７－４））、みどり化学社
製ＭＤＳ－２０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（８１４１６－３７－７））、みどり化学社製ＢＭＳ
－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（１４９９３４－６８－９））、みどり化学社製ＴＭＳ－１０
５（ＣＡＳ．ＮＯ．（１２７８２０－３８－６））、ダイセルＵＣＢ社製ＵＶＡＣＵＲＥ
１５９１、１５９０、ダウケミカル社製ＵＶＩ-６９９２や６９７６、ランバーティ社Ｅ
ＳＡＣＵＲＥ－１０６４、およびチバガイギー社のＩＲＧＡＣＵＲＥ２５０などを挙げる
ことができる。
【００４７】
　上述したオニウム塩のなかでも、スルホニウム塩やイオドニウム塩は、安定性に優れて
いる。しかしながら、その製造過程に起因して、通常、不可避に１価の塩（１価のカチオ
ンと１個のアニオンとの塩）と、７５％程度まで２価以上の塩（例えば２価のカチオンと
２個のアニオンとの塩）との混合物が含まれる。一般的には、市販品もこうした混合物の
状態であり、特にスルホニウム塩では、この傾向が顕著である。多価の塩が感光性組成物
中に含有されると、感光波長が長波長側にシフトして、一般に高感度となることが知られ
ている。こうした利点を確保するために、２価以上の塩が意図的に混入される場合もある
。例えば、ダイセルＵＣＢ社製ＵＶＡＣＵＲＥ１５９１、１５９０、ダウケミカル社製Ｕ
ＶＩ－６９９２や６９７６、およびランバーティ社ＥＳＡＣＵＲＥ－１０６４等などの市
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販品がそれらに該当する。しかしながら多価の塩は、感光性組成物に含有される粉体の凝
集安定性に大きく影響を及ぼす。具体的には、多価の塩は、粉体粒子と分散剤との間に弱
い結合を生じさせて、ゲルまたは凝集体の発生を引き起こすといった欠点も有する。この
ため通常、これら多価の塩の存在を極力抑えることが、粉体粒子の分散安定性の向上に繋
がる。
【００４８】
　多価のオニウム塩の含有率は、通常、全オニウム塩総量の２０重量部以下であることが
望ましい。多価のオニウム塩の含有率は、より好ましくは５重量部以下であり、含まれな
いことが最も好ましい。
【００４９】
　上述したオニウム塩化合物の中でも、粉体の凝集安定性に格段に優れることから、アリ
ールスルフォニウムのフルオロフォスフェート塩、あるいはアリールイオドニウムのフル
オロフォスフェート塩が望ましい。また、１価のオニウム塩であっても、分散剤が不足し
た場合には、分散剤である末端アミン樹脂を経時的に徐々に置換する作用を有する。その
ため、オニウム塩は、粉体表面と分散剤末端との結合部分に極力近づきにくい構造をとる
ことが望ましい。比較的大きな置換基を構造内に有するオニウム塩化合物を用いることに
よって、これが可能となる。さらに、粉体表面へのイオン吸着が立体障害により低減され
るために、オニウム塩中のベンゼン環は、炭素数１以上２０以下の有機基を有することが
好ましい。ベンゼン環の５０モル％以上が、炭素数４以上２０以下の有機基を有すること
がより好ましい。この場合には、分散安定性に加えて、光反応時の空気中への分解物の飛
散が抑制されるために安全性が高められる。しかも、かかる化合物は、溶媒に対する溶解
性が高いことから、感光性組成物中における塩の析出といった現象も抑えることができる
。
【００５０】
　１価のオニウム塩が用いられると、その感光波長が短波長側にシフトするため、感度が
低下する傾向がある。VI元素である硫黄や酸素を複素環内や連結基として有する芳香族置
換基が構造内に含まれると、こうした不都合を回避することができるため望ましいものと
なる。
【００５１】
　さらに、下記一般式（２）または（３）に示されるように、比較的大きな有機基を構造
内に含むオニウム塩の場合には、溶解安定性が高く、分散安定性も良好であるという利点
を有する。
【化１３】

【００５２】
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　ここで、Ａ-はフルオロフォスフェートアニオンであり、Ｒ1、Ｒ2、およびＲ3は少なく
とも１つは炭素数４乃至２０の有機基であり、残りは水素原子を含む炭素数１乃至２０の
有機基であり、Ｒ4は２価の芳香族置換基あるいはVI原子を構造内に含む２価の芳香族置
換基を示す。
【００５３】
　Ｒ1ないしＲ3として導入されうる有機基としては、例えば、プロピル基、ブチル基、ヘ
キシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デカニル基などの炭素数４－２０のアル
キル基、プロピルオキシ基、ブチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、ヘプチルオキシ基、オ
クチルオキシ基、ノニルオキシ基、およびデカニルオキシ基などの炭素数４乃至２０のア
ルキルオキシ基；エチレングリコールが脱水縮合したポリエチレンオキシド骨格を有する
炭素数４乃至２０の置換基等が挙げられる。また、Ｒ4として導入され得る２価の芳香族
置換基としては、例えば、フェニレンやビフェニレンなどフェニレンを有する基；フェニ
レンサルファイド、フェニレンジサルファイドなどのフェニレンサルファイド骨格を有す
る基；ベンゾチオフェニレン、チオフェニレンおよびビチオフェニレン基などチオフェン
骨格を有する基；フラニレン、ベンゾフラニレンなどのフラン骨格を有する基等が挙げら
れる。
【００５４】
　さらに上述したオニウム塩は、光反応の過程で、有害なベンゼンなどの副生成物の生成
が抑えられることも知られている。こうしたオニウム塩を光酸発生剤として用いることに
よって、環境面・安全面でも望ましい特性を備えた感光性組成物が得られる。
【００５５】
　感光性組成物中における光酸発生剤の含有量は、その酸発生効率や添加する粉体成分の
量などに応じて設定することができる。本発明の実施形態においては、通常、感度の観点
から、感光性組成物中の酸で重合する分散媒１００重量％に対して１重量％乃至１０重量
％である。光酸発生剤の含有量は、２重量％乃至８重量％が好ましく、２重量％乃至６重
量％がより好ましい。しかしながら、特に、粉体の分散安定性や、印刷に使用される部材
の腐食性も低減するために、増感剤を同時に含有することによって、光酸発生剤の添加量
を２重量％乃至４重量％程度にまで低減することができるため、より望ましいものとなる
。
【００５６】
　かかる増感剤としては、例えば、アクリジン化合物、ベンゾフラビン類、ペリレン類、
アントラセン類、チオキサントン化合物類、およびレーザ色素類などを挙げることができ
る。なかでもジヒドロキシアントラセンの水素原子を有機基で置換した化合物やチオキサ
ントン誘導体などは、含有されて効果が高いため望ましいものとなる。かかる増感剤の添
加量は、光酸発生剤に対して通常２０重量％乃至１００重量％であり、より好ましくは３
０重量％乃至６０重量％である。
【００５７】
　光酸発生剤の含有量が溶媒１００重量％に対して２重量％未満である場合には、感光反
応の感度が低くなる。一方、１０重量％を越えると、分散の劣化や分散媒の暗重合のため
感光性組成物の経時間的増粘が激しくなり塗膜性や光硬化後の膜の硬度が低下する。また
、印刷装置の部材の腐食が生じることもある。
【００５８】
　上述したオニウム塩化合物は、比較的強力な他の酸を発生する非極性光酸発生物と同時
に用いることができる。この場合には、オニウム塩の添加量を減じ、経時的な凝集をさら
に抑えることが可能となる。このような化合物は、スルフォニル化合物、スルフォネート
化合物、スルファミド化合物、および有機ハロゲン化合物から選択することができる。な
かでも、強力なフルオロメタンスルフォン酸や、塩酸、臭素酸を発生するような化合物が
かかる光酸発生剤として望ましい。
【００５９】
　より具体的には、Ｎーヒドロキシナフタルイミドのトリフルオロメタンスルフォン酸イ
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ミドのようなスルファミド化合物、ハロゲン化トリアジン化合物などの有機ハロゲン化化
合物などが挙げられる。オニウム塩化合物の含有量が、酸重合性溶媒１００重量部に対し
て０．３乃至２重量％の場合、非極性光酸発生剤の含有量は、溶媒１００重量％に対して
２乃至１０重量％とすることが望ましい。
【００６０】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物は、印刷品質などの硬化物の品質を保つために
粘度の安定性が高いことが望まれるが、一般に、経時的粘度増加が高い傾向にあり、長期
間にわたって性能を維持できない場合がある。こうした場合には、塩基性化合物および塩
基性を発現する化合物の少なくとも一方を、粘度安定化剤としてさらに配合することが望
ましい。塩基性化合物は、印刷装置の金属部材の酸からの腐食を著しく低減させる効果も
同時に有する。このため、塩基性化合物は、本発明の実施形態にかかる感光性組成物全般
に添加することが好ましい。
【００６１】
　塩基性化合物としては、上述したような酸重合性化合物に溶解可能な任意の無機塩基お
よび有機塩基を使用することができるが、溶解性を考慮すると有機塩基がより望ましい。
有機塩基としては、例えば、アンモニアやアンモニウム化合物、置換または非置換アルキ
ルアミン、置換または非置換の芳香族アミン、ピリジン、ピリミジン、およびイミダゾー
ルなどのヘテロ環骨格を有する有機アミンが挙げられる。より具体的には、ｎ－ヘキシル
アミン、ドデシルアミン、アニリン、ジメチルアニリン、ジフェニルアミン、トリフェニ
ルアミン、ジアザビシクロオクタン、ジアザビシクロウンデカン、３－フェニルピリジン
、４－フェニルピリジン、ルチジン、２，６－ジ－ｔ－ブチルピリジン、４－メチルベン
ゼンスルホニルヒドラジド、４，４’－オキシビス（ベンゼンスルホニルヒドラジド）、
および１，３－ベンゼンジスルホニルヒドラジドのようなスルホニルヒドラジドなどが挙
げられる。
【００６２】
　また、塩基性化合物としてアンモニウム化合物を用いることもできる。好ましいアンモ
ニウム化合物としては、第四級アンモニウム塩が挙げられる。例えば、アンモニウム原子
の置換基として、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、ドデシル、フェニ
ル、ベンジルなどであり、対イオンが水酸イオン、-ＯＲであって（Ｒは炭素数１乃至４
のアルキル基）、-ＯＣＯＲ’（Ｒ’はアルキル、アリール、アルキルアリール）、ＯＣ
ＯＯ- 、ＯＳＯＯ- で表わされるアニオンが好ましく用いられる。特に好ましくは、水酸
化テトラメチルアンモニウム、および水酸化テトラブチルアンモニウム塩などが挙げられ
る。これらの塩基性化合物は、単独であるいは２種以上の混合物として用いることができ
る。
【００６３】
　イミダゾールなどの極めて強力な塩基性化合物が配合された場合には、例えば逆に経時
重合を生じたり、あるいは光酸発生剤の分解などの副反応を生じやすくなるおそれがある
。一方、塩基性の低すぎる化合物では、添加による粘度安定化の効果を十分に得ることが
困難になる。例えば、好適な水溶液の状態での温度２５℃における塩基解離定数ｐＫｂが
４以上の塩基性化合物が望ましく、ｐＫｂが１１を越える化合物では殆ど効果がみられな
い。そのような条件を満たす化合物としては、例えば、ピリジン誘導体、アニリン誘導体
、アミノナフタレン誘導体、その他の含窒素ヘテロ環化合物およびその誘導体が好適であ
る。
【００６４】
　これらの中でも、塩基性化合物がアニリン誘導体である場合には、粘度安定性、揮発性
、塩基性、さらに低副反応性の点で特に望ましいものとなる。　
　ただし、アニリン化合物は、塩基性が低いために、一般に化合物自体が塩基性を有して
いるオキセタン化合物との組み合わせでは望ましくない。オキセタン化合物としては、よ
り塩基性の高い化合物が望ましく、例えば２５℃でのｐＫｂが７以下３以上の化合物であ
る。より具体的には、脂肪族骨格を有するアミンや脂環骨格を有するアミンのような塩基
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性化合物を、好適に用いることができる。
【００６５】
　また、上述したような塩基性化合物がアニオンと塩を形成し、しかもアニオンの酸性度
が低い場合には、化合物自体が弱い塩基としての作用があるので、同様に用いることがで
きる。
【００６６】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物には、種々の機能を付与するための粉体が含有
されてもよい。
【００６７】
　粉体としては、上述した感光性組成物の分散媒に分散可能であり、感光性組成物に機能
を付加するものであれば特に制限されない。主として、磁性、蛍光性、導電性、絶縁性、
誘電性あるいは電磁波発熱性の粉体が挙げられる。また、耐熱性、機械的強度を向上させ
うる粉体等を用いることができる。具体的には、金属または金属酸化物、金属窒化物、金
属炭化物、金属炭酸化物、金属硫化物、無機および有機蛍光体、カーボン繊維などが用い
られる。
【００６８】
　導電性を付与するための粉体としては、主に金属が用いられる。例えば、金、銀、銅、
白金、パラジウム、ニッケル、インジウム、チタン、アンチモン、錫、ロジウム、ルテニ
ウムあるいはこれらの金属の合金などが挙げられる。これらの金属の酸化物などであって
もよく、ＩＴＯ膜などを作製したり、塗布後あるいは感光後に還元処理をすることにより
金属膜を作製することが可能である。金属以外にも導電性炭素粉体、またはカーボン繊維
などを用いることも可能である。
【００６９】
　蛍光性を示す粉体としては、無機蛍光体および有機蛍光体の何れを使用してもよい。無
機蛍光体の材料としては、例えば、ＭｇＷＯ4、ＣａＷＯ4、（Ｃａ，Ｚｎ）（ＰＯ4）2：
Ｔｉ+、Ｂａ2Ｐ2Ｏ7：Ｔｉ、ＢａＳｉ2Ｏ5：Ｐｂ2+、Ｓｒ2Ｐ2Ｏ7：Ｓｎ2+、ＳｒＦＢ2Ｏ

3.5：Ｅｕ2+、ＭｇＡｌ16Ｏ27：Ｅｕ2+、タングステン酸塩、イオウ酸塩のような無機酸
塩類を挙げることができる。また、有機蛍光体の材料としては、例えば、アクリジンオレ
ンジ、アミノアクリジン、キナクリン、アニリノナフタレンスルホン酸誘導体、アンスロ
イルオキシステアリン酸、オーラミンＯ、クロロテトラサイクリン、メロシアニン、１，
１'－ジヘキシル－２，２'－オキサカルボシアニンのようなシアニン系色素、ダンシルス
ルホアミド、ダンシルコリン、ダンシルガラクシド、ダンシルトリジン、ダンシルクロリ
ドのようなダンシルクロライド誘導体、ジフェニルヘキサトリエン、エオシン、ε－アデ
ノシン、エチジウムブロミド、フルオレセイン、フォーマイシン、４－ベンゾイルアミド
－４'－アミノスチルベン－２，２'－スルホン酸、β－ナフチル３リン酸、オキソノール
色素、パリナリン酸誘導体、ペリレン、Ｎ－フェニルナフチルアミン、ピレン、サフラニ
ンＯ、フルオレスカミン、フルオレセインイソシアネート、７－クロロニトロベンゾ－２
－オキサ－１，３－ジアゾル、ダンシルアジリジン、５－（ヨードアセトアミドエチル）
アミノナフタレン－１－スルホン酸、５－ヨードアセトアミドフルオレセイン、Ｎ－（１
－アニリノナフチル４）マレイミド、Ｎ－（７－ジメチル－４－メチルクマニル）マレイ
ミド、Ｎ－（３－ピレン）マレイミド、エオシン－５－ヨードアセトアミド、フルオレセ
インマーキュリーアセテート、２－（４'－（２''－ヨードアセトアミド））アミノナフ
タレン－６－スルホン酸、エオシン、ローダミン誘導体、有機ＥＬ色素、有機ＥＬポリマ
ーや結晶、デンドリマー等を挙げることができる。
【００７０】
　絶縁性を向上させ得る粉体としては、例えばグリーンシートに含有されるような絶縁性
セラミック粉体や結晶化ガラスの粉体、その他絶縁性の粉体であれば使用することができ
る。
【００７１】
　耐熱性や物理的強度を向上させ得る粉体としては、例えば、アルミニウムやシリコンの
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酸化物もしくは窒化物、シリコンカーバイド、タルク、マイカなどのフィラーなどを挙げ
ることができる。また、酸化鉄や強磁性粉は磁性の付与に適しており、高誘電率なタンタ
ル、チタン等の金属酸化粉なども配合することができる。
【００７２】
　上述した粉体は単独で、あるいは２種以上を混合して使用することが可能である。
【００７３】
　粉体成分の含有量は特に制限されないが、例えば導電性を付与する場合には含有量は多
いことが望ましく、５０重量％以上９８重量％以下であることが望ましい。
【００７４】
　粉体の粒径は、所望の膜厚を形成できる粒径であれば特に制限されず、印刷方法に応じ
て最適な粒径を選択すればよい。例えば、スクリーン印刷などを用いる場合には、粉体の
粒径は１００ｎｍ乃至１０μｍ程度であることが好ましい。インクジェットによる印刷を
行なう場合にはさらに粒子が小さいことが求められる。インクジェットノズルから安定し
て吐出をするためには、粉体の粒径は３００ｎｍ以下であることが望ましい。
【００７５】
　粉体を分散媒中に均一に分散させるためには、粉体に分散剤による被覆処理を施すこと
が有効である。通常この被覆処理には、樹脂分散剤が用いられる。樹脂分散剤は、粒子と
分散媒との間に入り込んで粒子の凝集を妨げるのに加え、分散媒への親和力を高めて顔料
が沈降することを阻害する。基本的には、分散媒に対する親和性が良好で、粒子同士の凝
集を阻止する立体的分離性を有する任意の樹脂を使用することができる。例えば、ビニル
系ポリマーおよびコポリマー、アクリル系ポリマーおよびコポリマー、ポリエステル、ポ
リアミド、ポリイミド、ポリウレタン、アミノ系ポリマー、含珪素ポリマー、含硫黄ポリ
マー、含フッ素ポリマー、およびエポキシ樹脂等の一種以上を主成分とするものを、分散
剤として用いることができる。
【００７６】
　分散剤として作用するために、こうしたポリマーにおいては、ポリマー末端は、粉体粒
子に対する結合性や親和力を有することが好ましく、一方のポリマ－主鎖は、分散媒への
親和性、さらには他の粉体粒子との再凝縮を阻害する物理的斥力または静電的斥力を備え
ていることが望ましい。例えば、分散媒と同等の（±５ＭＰａ1/2程度）溶解度パラメ－
ターを有し、分子量数百～数万、重合度１０～２００程度であって、摂氏１０℃以上２０
０℃以下のＴｇを有するポリマーが好ましく用いられる。さらに、末端が比較的強い化学
結合（共有結合、静電力等）によって、粉体粒子に対する親和力を有するポリマーが望ま
しい。通常、２種ないし数種のモノマーの共重合体とすることによって、このような複合
機能を付与することができる。かかるポリマーとしては、ブロック共重合体も好適に用い
られる。
【００７７】
　ポリマーの末端は、必ずしも単一である必要はないが、一般にグラフト共重合した先端
部や、櫛形ポリマーの先端部などに導入されうる。こうしたポリマーは、結合が強固なう
えに、粒子どうしの再凝集が抑えられる立体障害を形成しやすい。
【００７８】
　このようなポリマーを合成するためのモノマーとしては、より具体的には、スチレンお
よび置換スチレン、（メタ）アクリル酸エステル類、（メタ）アクリル酸、（メタ）アク
リル酸アミド類、マレイン酸、マレイン酸無水物、マレイン酸エステル、イタコン酸およ
びそのエステル化合物、ヒドロキシスチレンおよびその水素原子置換誘導体などが挙げら
れる。また、長鎖のアルキルや、ポリエーテル、ポリカーボネート、ポリエステル鎖など
を側鎖に有するエステル化合物は、上述したような櫛型ポリマーの合成に有利に用いられ
る。
【００７９】
　また、ポリマーとしては次のものを用いることも可能である。すなわち、poly(oxyphth
aloyloxymethylene-1,4-phenylenemethylene)、poly(1,4-cyclohexylenedimethylene suc
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cinate) のようなジヒドロキシ化合物とジカルボン酸の脱水縮合によるポリエステル化合
物、アジピン酸とヘキサメチレンジアミンのようなジアミンとジカルボン酸との縮合やε
－カプロラクタムのような環状ラクトンの開環によって得られるポリアミド類、ピロメリ
ット酸などのようなテトラカルボン酸と脂肪族ジアミンとが縮合してなるポリアミド類の
うち比較的Ｔｇの低いポリマー、イソフォロンジシアネートのような脂肪族ジイソシアネ
ートとジヒドロキシ化合物が反応したポリウレタン系樹脂、ポリビニルピリジン系化合物
、ポリジメチルシロキサンおよびそのラダー形ポリマー、ポリビニルアルコールやビニル
エーテル化合物、および比較的リジッドな骨格を有するオキシラン化合物が重合したポリ
エーテル系重合体等である。これらのポリマーの末端は、顔料に対して親和力のある官能
基を有する化合物でキャップされていてもよい。なお、例えばアミノ基およびリン酸基な
どが、そうした官能基に該当する。
【００８０】
　さらに、重合性基および両親媒性を有する重合性界面活性剤と、架橋性モノマーおよび
／または単官能モノマーとを重合させて得られる高分子化合物もまた、好ましく用いられ
る。重合性界面活性剤における重合性基としては、不飽和炭化水素基が好ましく、例えば
、ビニル基、アリル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、プロぺニル基、ビニリデン
基、およびビニレン基等が挙げられる。これらは、単独でも２種以上を用いてもよい。重
合性界面活性剤における親水性基は、分散媒に応じて選択することができる。分散媒が水
系の場合には、スルホン基、スルホン酸基、カルボキシル基、カルボニル基、ヒドロキシ
ル基およびこれらの塩等の一種以上が好ましく用いられる。一方、分散媒が油性の場合に
は、カルボキシル基やそのエステル、ラクトン系化合物、カルボニル基、およびヒドロキ
シル基などが挙げられる。
【００８１】
　粉体が金属である場合には、上述した分散剤に加えて、金属元素と配位結合が可能な化
合物を分散剤として用いることができる。このような化合物としては、例えばアミン、ア
ルコール、フェノール、チオール化合物などが挙げられる。具体的には、２－メチルアミ
ノエタノール、ジエタノールアミン、ジエチルメチルアミン、２－ジメチルアミノエタノ
ール、メチルジエタノールアミン、エチレンジアミン、アルキルアミン、エチレングリコ
ール、プロピレングリコール、アルキルチオール、エタンジチオール、およびアルキルア
ルコールなどである。さらに、たんぱく質などを用いることも可能であり、ＭｒｇＡたん
ぱく質、ＤｐｓＡたんぱく質およびこれらのアミノ酸配列を改変したものや、アデノウィ
ルス、ロタウィルス、ポリオウィルスなどのウィルスおよびこれらを改変したものなどが
挙げられる。
【００８２】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物には、表面張力等を調整するために、少量のノ
ニオン系またはイオン系界面活性剤や帯電剤のような低分子添加剤を添加することができ
る。低分子添加剤としてカチオン系添加剤を使用する場合には、酸性度がカルボン酸より
低い化合物を選択することが望ましい。カチオン系添加剤のなかには、感光性組成物の硬
化暗反応を促進するものもあるからである。また、強い塩基性を有する低分子添加剤や色
素なども、感光反応の感度を低下させるのみならず、同様に硬化暗反応を促進することが
ある。こうした不都合を避けるため、低分子添加剤は中性に近いものやノニオン系が望ま
しい。
【００８３】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物を、基材（基板）上に印刷することによって、
本発明の実施形態にかかる複合部材あるいは電子部品を製造することができる。印刷方法
としては、例えば、スクリーン印刷、オフセット印刷、インクジェット印刷、およびパッ
ド印刷などが挙げられる。印刷後に露光することにより光カチオン重合開始剤から酸が発
生し、重合性化合物の連鎖反応の開始剤や架橋反応の触媒として機能する。こうして、感
光性組成物を硬化させることができる。
【００８４】
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　光照射で発生した酸は、印刷塗膜層内を拡散して触媒として機能する。酸の拡散および
酸を触媒とした架橋反応は、加熱することにより加速することができ、ここで生じる架橋
反応はラジカル重合とは異なって、酸素の存在によって阻害されることがない。そのため
、１つの光子で複数の架橋反応を生じさせることが可能であり、高い感度が得られる。し
かも、印刷塗膜層の深部や吸収性の基材内部でも、酸を触媒とした架橋反応は速やかに進
行することから、得られる印刷塗膜層は、ラジカル重合系の場合と比較して密着性にも格
段に優れる。
【００８５】
　したがって、このような感光性組成物を被印刷面に塗布した後、光照射および若干の加
熱を行なうことによって、印刷塗膜層を速やかに非流動化することができる。すなわち、
本発明の実施形態にかかる感光性組成物を用いることによって、大規模な露光システムを
必要とすることなく、高品質な印刷塗膜が得られる。
【００８６】
　本発明の実施形態にかかる複合部材は、樹脂部分および金属部分を具備し、その樹脂部
分は本発明の実施形態にかかる感光性組成物の硬化物からなる。樹脂部分および金属部分
は、例えば基板上に積層することができる。樹脂部分は、本発明の実施形態にかかる感光
性組成物を印刷し感光硬化させることによって形成することができる。金属部分は、蒸着
やめっき・エッチングにより形成することもできる。あるいは、基板として金属板を用い
てもよい。このとき、金属に対する密着性が十　分でないと積層部分で剥がれが生じるこ
とになるため、十分な金属密着性を有することが感光性組成物に求められる。このように
してなる積層構造の複合部材は、回路基板や表示パネルなどの電子部品やＤＶＤなどの記
録メディアなどとして使用することが可能である。
【００８７】
　回路基板や表示パネルなどの電子部品として複合部材を用いる場合は、絶縁部分および
導電性部分を具備し、その少なくとも一方を本発明の実施形態にかかる感光性組成物の硬
化物として形成することが可能である。本発明の実施形態にかかる感光性組成物は、絶縁
性もしくは導電性を付与することができる。こうした感光性組成物を印刷・感光硬化し、
積層することによって絶縁層と導電層とを積層することが可能である。具体的には、前述
したように絶縁性粉体が分散された絶縁性の感光性組成物、および導電性粉末が分散され
た導電性の感光性組成物をいることによって、絶縁層と導電層とを積層することが可能で
ある。
【００８８】
　積層の方法は特に限定はされないが、例えば印刷により可能であり、スクリーン印刷や
インクジェット印刷などの方法を採用することができる。特にインクジェット印刷では、
オンデマンドで多品種の製造が可能となり簡便である。また、積層回数は特に制限はない
。なお、インクジェットでの印刷を行なう場合には、感光性組成物は常温で流動性を有す
る必要がある。具体的には、２５℃における粘度が５０ｍＰａ・ｓ以下、より好ましくは
３０ｍＰａ・ｓｅｃ以下であることが適している。また、インクジェットのヘッドが温度
調節可能な場合、ヘッドの温調温度におけるインクの粘度が５乃至２０ｍＰａ・ｓｅｃの
範囲にあることがより望ましい。
【００８９】
　本発明の実施形態にかかる感光性組成物は、ＡＭＥＳ試験陰性で安全であり、しかも金
増および樹脂基材に対する密着性に優れている。特に、ＵＶ照射により硬化させることが
でき、複合部材および電子部品の製造に好適に用いることができる。
【００９０】
　本発明の実施例および比較例を以下に示す。
【００９１】
　下記表１に示す処方により、実施例１～８の感光性組成物を調製した。
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【表１】

【００９２】
　表中の各成分は以下の化合物である。　
　Ｃ３０００：セロキサイド３０００（リモネンジオキサイド：ダイセル化学）
　ＯＸＴ－２２１（ジ［１－エチル（３－オキセタニル）］メチルエーテル）
　ＯＸＴ－２１１（３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタン）
　　これらのオキセタン化合物は、いずれも東亞合成（株）製である。
【００９３】
　ＯＮＢ－ＤＶＥ（ヒドロキシメチル－ヒドロキシオキサノルボルナンジオールジビニル
エーテル）
　ＩＳＢ－ＤＶＥ（イソソルバイドジビニルエーテル）
　　これらのビニルエーテル化合物は、いずれもダイセル化学製である。
【００９４】
　重合開始剤：ＵＶＡＣＵＲＥ１５９０（ダイセルＵＣＢ）
　増感剤：ジブトキシアントラセン（川崎化成）
　表中の数字は、分散媒中での重量％である。ただし重合開始剤については全分散媒に対
する重量％、また増感剤については重合開始剤に対する重量％で表わしている。
【００９５】
　上述した化合物のうち、ＯＮＢ－ＤＶＥおよびＩＳＢ－ＤＶＥは、すでに説明した一般
式（１）で表わされるビニルエーテル化合物である。Ｃ３０００およびＯＸＴ－２１１は
、単官能化合物である。
【００９６】
　また、下記表２に示す処方で、比較例１～５の感光性組成物を調製した。
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【００９７】
　比較例１はオキセタン化合物を含まず、比較例２はビニルエーテル化合物を含有しない
。また、比較例３は単官能化合物を含まず、比較例４は単官能化合物の含有量が溶媒総量
の７０重量％を越えている。比較例５は、ビニルエーテル化合物の含有量が溶媒総量の３
０重量％未満である。
【００９８】
　上述したように調製された実施例１～８、および比較例１～５の感光性組成物を用いて
、所定の基材上に硬化物を形成した。基材としては、ＳＵＳ板、銅板、アルミ板、ＰＰフ
ィルムおよびＰＥＴフィルムを用意し、こうした基材上にバーコーターを用いて感光性組
成物を塗布して、約１０μｍの膜厚の塗膜を形成した。得られた塗膜に対し、Ｌｉｇｈｔ
　Ｈａｍｍｅｒ　６（Ｆｕｓｉｏｎ社製）を用いて積算光量１４０ｍＪ／ｃｍ2の照射を
行なった。
【００９９】
　照射後の塗膜は、直ちに１２０℃で５分間加熱することにより硬化物を形成した。なお
ＰＰおよびＰＥＴフィルムについては１００℃で５分間の加熱とした。得られた硬化物に
ついて、硬化硬度、耐溶剤性および密着性を調べた。
【０１００】
　硬化硬度は、鉛筆硬度試験（ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４、ＩＳＯ／ＤＩＳ　１５１８
４）に準拠して評価した。耐溶剤性の評価に当たっては、エタノールを含浸させた綿棒で
硬化物の表面を擦り、硬化物が剥がれるまでの回数を調べた。１００回以上の場合を“Ｂ
”とし、３００回以上の場合を“Ａ”、１００回以下の場合を“Ｃ”とした。
【０１０１】
　密着性は、クロスカット剥離試験（ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－６、ＩＳＯ　２４０９）
に準拠して評価した。表中にはＪＩＳ　Ｋ５６００－５－６に基づく密着性の分類を示し
た。なお、硬化物の密着性は、硬化直後および１０日経過後について調べた。
【０１０２】
　さらに、サルモネラ菌（ＴＡ１００、ＴＡ１５３５、ＴＡ９８、ＴＡ１５３７株）およ
び大腸菌（ＷＰ２　ｕｖｒＡ株）を用いて、ＡＭＥＳ試験を行なった。陰性は“○”とし
、陽性は“×”とした。
【０１０３】
　得られた結果を、下記表３および表４にまとめる。
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【表３】

【０１０４】
【表４】

【０１０５】
　上記表３に示されるように、分散媒としてＯＸＴ２２１あるいはＯＸＴ２１１といった
オキセタン化合物と、ビニルエーテル化合物としてのＯＮＢ－ＤＶＥとを含有する実施例
１乃至７の感光性組成物は、いずれも、硬化硬度、耐溶剤性、および密着性ともに優れて
いた。密着性についてはステンレス（ＳＵＳ）、銅、およびアルミニウムなどの金属に対
して良好な密着結果が得られ、またＰＰやＰＥＴなどの樹脂に対しても良好であった。
【０１０６】
　また、ビニルエーテル化合物としてＩＳＢ－ＤＶＥを含有する実施例８の感光性組成物
も同様に、硬化硬度、耐溶剤性、および密着性ともに優れた硬化物を形成することができ
た。
【０１０７】
　しかも、実施例１乃至８の感光性組成物は、いずれもＡＭＥＳ試験陰性であり、安全性
が確認された。
【０１０８】
　なお、溶媒の一部としてＯＸＴ２２１を含有する感光性組成物は、アセトンに対する耐
溶剤性も非常に良好であった。
【０１０９】
　実施例７に関しては、金属に対する密着性の発現を意図的に遅くすることができること
が示されている。これによって、硬化収縮の応力緩和や金型からの離型性などが良好にな
るといった利点がある。
【０１１０】
　これに対して、比較例の感光性組成物は、硬化硬度、耐溶剤性、密着性、およびＡＭＥ
Ｓ試験陰性という全ての条件を満たすことができない。オキセタン化合物を含有しない比
較例１では、硬化硬度は良いが、耐溶剤性、密着性とも十分ではなく、またＡＭＥＳ試験
結果は陽性であった。ビニルエーテル化合物を含有しない比較例２では、硬化硬度、耐溶
剤性、密着性とも十分ではなく、ＡＭＥＳ試験のみ陰性である。単官能化合物を含まない
比較例３では、硬化硬度および耐溶剤性は十分であったが、密着性が不十分であり、単官
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能化合物の含有量が多すぎる比較例４では、硬化硬度および密着性は問題ないが、十分な
耐溶剤性は得られず、またＡＭＥＳ試験も陽性である。ビニルエーテル化合物の含有量が
少なすぎる比較例５では、耐溶剤性のみ問題なかったが、硬化硬度および密着性は十分で
はない。しかも、ＡＭＥＳ試験も陽性である。
【０１１１】
　（実施例９）
　前述の実施例５と同様の組成で調製された感光性組成物を用いて、ＰＭＭＡ（ポリメチ
ルメタクリレート）製透明基板上にマイクロレンズアレイを作製した。作製に当たっては
、マイクロレンズアレイの形状の凹部を有する金型を準備し、流動性を有する感光性組成
物をその凹部に塗布して塗膜を形成した。塗膜の上には、ＰＭＭＡ透明基板を接着させた
。次いで、ＰＭＭＡ透明基板側から紫外線を照射することにより、感光性組成物を硬化さ
せた。この状態を図１に示す。図示するように、ＰＭＭＡ透明基板３上には、金型２が配
置され、この金型２の凹部内には硬化した感光性組成物によりマイクロレンズ１が形成さ
れている。
【０１１２】
　最後に、金型２を剥離してマイクロレンズアレイを得た。このとき金型からの離型性は
良好であった。
【０１１３】
　（実施例１０）
　球状銀粉（ＣｕＬｏｘ　００１０、ＣｕＬｏｘ社製）を前述の実施例１に示した感光性
組成物に重量比７０／３０で混合し、分散剤（ディスパロン１８６０、楠本化成）を銀粉
に対して１重量％加えた。さらに、ロッキングミルで３０分の分散処理を行なって、導電
の感光性組成物（導電ペースト）を得た。
【０１１４】
　得られた導電ペーストを、塩化ビニル基材上にスクリーン印刷により塗布して、線幅１
ｍｍ長さ１ｍのペーストパターンを形成した。塗布には、１８０メッシュ乳剤厚５０μｍ
のスクリーン版を用いた。ペーストパターンは、紫外線を照射した後、１５０℃で３０分
加熱することにより導電パターンを得た。導電パターンの状態を図２に示す。図示するよ
うに、基材５上に導電パターン４が形成されている。
【０１１５】
　導電パターン４の末端間の表面抵抗は０．１Ω／□以下であり導通を確認できた。また
このパターン４は、基材５としての塩化ビニル基材に対する密着性が良好であった。
【０１１６】
　（実施例１１）
　Ｔｈｉｎ　Ｓｏｌｉｄ　Ｆｉｌｍｓ，３２７（１９９８）５２４－５２７に示されてい
る方法により、銀ナノ粒子を作製した。得られた銀ナノ粒子の平均粒子径は５ｎｍであり
、表面にはＣ17Ｈ35ＣＯ2基が配位して分散可能となっている。この銀ナノ粒子は、トル
エン分散液として調製した。
【０１１７】
　また、前述の実施例１に示した組成のうち分散溶媒のみの組成物を準備した。
【０１１８】
　銀ナノ粒子のトルエン溶液と分散溶媒組成物とを重量比７０／３０で混合して、ロータ
リーエバポレーターでトルエンのみを蒸発除去した。さらに、前述の実施例１に示した組
成にしたがって、重合開始剤および増感剤を加えて、インクジェット用銀ナノインクを調
製した。
【０１１９】
　このインクを用いて、東芝テック製インクジェットヘッドによりライン幅５０μｍの導
電パターンをポリイミドシート上に印刷した。紫外線を照射した後、２００℃６０分の加
熱することにより導電パターンを得た。
【０１２０】
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　得られた導電パターンの末端間の表面抵抗は０．１Ω／□以下であり、導通を確認でき
た。また、このパターンは、基材としてのポリイミドシートに対する密着性が良好であっ
た。
【０１２１】
　（実施例１２）
　実施例１１で用いたインクを用いて多層配線基板を作製した。図３を参照して、本実施
例を説明する。
【０１２２】
　まず、図３（ａ）に示すように、絶縁基材６としてガラスエポキシ基板を用意した。
【０１２３】
　絶縁基材６上には、実施例１１と同様の方法でインクジェット印刷法によりインクを塗
布し、図３（ｂ）に示すように導電パターン７を形成した。具体的には、インクジェット
ヘッドにより導電インクを基板上に塗布し、紫外線を照射した後、２００℃で６０分の加
熱を行なった。
【０１２４】
　この導電パターン７に重ねて、絶縁インク（ＥＬＥＣＴＲＯＤＡＧ　４５２ＳＳ、モリ
テックス）をスクリーン印刷により塗布した後、１２０℃で３０分加熱して、絶縁層８を
形成した。なお、絶縁層８は、インクジェット印刷により形成することもできる。この場
合には、２回のインクジェット印刷と、表面の平坦化とを行なえばよい。絶縁層８には、
図３（ｃ）に示すようにスルーホール９を形成した。
【０１２５】
　スルーホール９内には、図３（ｄ）に示すように導電層１０を形成した。導電層１０の
形成に当たっては、インクジェット印刷によりスルーホール９内に導電インクを打ち込ん
だ後、紫外線を照射した。さらに、２５０℃で６０分の加熱を行なった。
【０１２６】
　絶縁層８上には、インクジェット印刷により導電インクを印刷し、紫外線照射および過
熱を行なった。これにより、図３（ｅ）に示すような導電パターン１１からなる電極層を
形成した。
【０１２７】
　こうして作製された多層配線基板の両端の電極間〈ｘ〉〈ｙ〉で導通テストを行なった
ところ、導通が確認された。
【０１２８】
　（実施例１３）
　実施例１０で用いた導電ペーストを用いて多層配線基板を作製した。図３および図４を
参照して、本実施例を説明する。
【０１２９】
　まず、図３（ｂ）に示すように導電パターン７を形成するところまでは実施例１２と同
様に行なった。この導電パターン７に重ねて、絶縁インクをスクリーン印刷により塗布し
た。ここで使用した絶縁インクは、前述の実施例１に示した組成の感光性組成物をそのま
ま使用した。印刷後、紫外線照射を行ない、１２０℃で３０分間加熱して絶縁層８を形成
した。絶縁層８には、図３（ｃ）に示すようにスルーホール９を形成した。
【０１３０】
　その後、実施例１２と同様に、スルーホール９内には、図３（ｄ）に示すように導電層
１０を形成した。導電層１０の形成に当たっては、インクジェット印刷によりスルーホー
ル９内に導電インクを打ち込んだ後、紫外線を照射した。さらに、２５０℃で６０分の加
熱を行なった。
【０１３１】
　絶縁層８上には、インクジェット印刷により導電インクを印刷し、紫外線照射および過
熱を行なった。これにより、図３（ｅ）に示すような導電パターン１１からなる電極層を
形成した。得られた多層配線基板の平面図を図４に示す。図示するように、導電パターン
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１１は、絶縁層８上に二列に形成した。
【０１３２】
　こうして作製された多層配線基板の両端の電極間〈ｘ〉〈ｙ〉で導通テストを行なった
ところ、導通が確認された。また２列の導電パターン間の絶縁についても、表面抵抗が１
×１０11Ω／□以上であることが確認された。
【０１３３】
　（実施例１４）
　平均粒径０．７μｍのバリウムフェライト磁性粉を、前述の実施例１に示した感光性組
成物に重量比４０／６０で混合し、分散剤（エスレックＡ、積水化学）を磁性粉に対して
５重量％加えた。さらに、サンドミルで３０分の分散処理を行なって、磁性インキを得た
。
【０１３４】
　この磁性インキを、ＰＥＴ基材上にスクリーン印刷により塗布して、幅１０ｍｍ長さ５
ｃｍのバーコードパターンの塗膜を形成した。塗布には、１８０メッシュ乳剤厚１５μｍ
のスクリーン版を用いた。バーコードパターンの塗膜は、紫外線を照射した後、１２０℃
５分の加熱を行なった。さらに、ＮＮ対向磁石間でバーコードパターンの塗膜を磁化させ
て、磁気記録層を得た。
【０１３５】
　この磁気記録層に磁気センサーを接して磁気出力を検出したところ、バーコードの識別
をすることができた。また、得られたバーコードは、ＰＥＴ基材に対する密着性が良好で
あった。
【０１３６】
　（実施例１５）
　平均粒径０．１μｍのバリウムフェライト磁性粉を、前述の実施例１に示した感光性組
成物に重量比４０／６０で混合し、分散剤（エスレックＡ、積水化学）を磁性粉に対して
５重量％加えた。さらに、サンドミルで３０分の分散処理を行なって、磁性インキを得た
。
【０１３７】
　この磁性インキを、ＰＥＴ基材上にインクジェット印刷により塗布して、幅１０ｍｍ長
さ５ｃｍのバーコードパターンの塗膜を印刷した。得られた塗膜の膜厚は１０μｍであっ
た。塗布には、東芝テック製インクジェットヘッドを備えた印刷装置を用いた。この印刷
装置の構成を表わす概略図を、図５に示す。
【０１３８】
　図５に示すように、基材１２は、基材供給部１４から基材搬送部１３に供給される。基
材搬送部１３は、駆動ローラ１８、従動ローラ１９、および搬送ベルト２０から構成され
、搬送ベルト２０の下方には永久磁石２３が配置されている。
【０１３９】
　基材１２には、インクジェットヘッド１６からインクが供給されて、バーコードパター
ンの塗膜が形成される。このバーコードパターンは、硬化する前に永久磁石２３によって
着磁、配向処理が行なわれる。
【０１４０】
　配向処理後のバーコードパターンの塗膜には、紫外線照射装置１７から紫外線が照射さ
れる。さらに、反射板２２を備えたバルブ２１により１２０℃で５分加熱して、磁気記録
層１５が形成された。
【０１４１】
　この磁気記録層１５に磁気センサーを接して磁気出力を検出したところ、バーコードの
識別をすることができた。また、バーコードは、ＰＥＴ基材に対する密着性が良好であっ
た。
【０１４２】
（実施例１６）
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　図６を参照して、本実施例を説明する。　
　まず、ポリカーボネート基板２４上にアルミニウム蒸着膜２７による記録層２８を設け
て、光ディスク２９を用意した。アルミニウム蒸着膜２７上には、実施例７に示した組成
の感光性組成物を、膜厚が５μｍとなるようにスピンコートにより塗布して塗膜を形成し
た。
【０１４３】
　得られた塗膜に紫外線照射を行なった後に、１２０℃で１０分間加熱して、硬化させる
ことによって、保護膜２６を形成した。
【０１４４】
　こうして作製された光ディスク２９の保護膜２６は、鉛筆硬度３Ｈであり十分な硬度で
あった。硬化から１日後の密着性は良好であり、硬化収縮による反りなどの変形も問題な
かった。
【図面の簡単な説明】
【０１４５】
【図１】本発明の一実施形態にかかる複合部材の製造方法の一工程を表わす断面図。
【図２】本発明の他の実施形態にかかる複合部材の平面図。
【図３】本発明の他の実施形態にかかる複合部材の製造方法を表わす工程断面図。
【図４】本発明の他の実施形態にかかる複合部材の平面図。
【図５】本発明の他の実施形態にかかる複合部材の製造に用いられる印刷装置の構成を表
わす概略図。
【図６】本発明の他の実施形態にかかる複合部材の製造方法の一工程を表わす断面図。
【符号の説明】
【０１４６】
　１…マイクロレンズ；　２…金型；　３…透明基板；　４…導電パターン；　５：基材
　６…絶縁基材；　７…導電パターン；　８…絶縁層；　９…スルーホール
　１０…導電層；　１１…導電パターン；　１２：基材；　１３…基材搬送部
　１４…基材供給部；　１５…磁気記録層；　１６：インクジェットヘッド
　１７…紫外線照射装置；　１８…駆動ローラ；　１９…従動ローラ
　２０…搬送ベルト；　２１…バルブ；　２２…反射板；　２３：永久磁石
　２４…基材；　２５…保護層；　２６…保護層；　２７…反射膜；
　２８…記録パターン；　２９…光ディスク。
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